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SGS地産地消エネ・プロップ

【メンバー】

SGSシルバー大学院
１９期生

近藤 洋、 柴田 武信、
中埼和代、、

、

「食とエネルギーの地産地消」

から

「食の地産地消有機野菜づくり」



兵庫県の耕作放棄地急増



食の地産地消
・産地から消費地まで距離が短い
・農作物の鮮度が維持される
・地域内で、物と金が循環する

→地域が活性化され、食糧自給率
を高める効果がある。

エネルギ―の地産地消
・再生可能エネルギーの活用
・地域で発電、地域で消費
送電ロスが減る。環境に与える負荷が減る。

・地域外への富の流失を抑え地域が活性化さ
れる。
・日本全体のエネルギー自給率を高められる。

食とエネルギーの地産地消
・海外からの輸送エネルギー消費の削減

CO2の排出削減

このテーマを取り上げた理由

地球温暖化防止



私たちの研究課題

２．エネルギーの地産地消
しあわせの村内の諸施設

でのエネルギー消費を把握
し、再生可能エネルギーへ
の転換を提案する。

１．食の地産地消
しあわせの村の施設で

の食材や食品が、地産地
消の観点から評価し、改
善策を考え提案する。

３．食とエネルギーの地産地消
食とエネルギーの地産地消に共通する技術として、

ソーラーシェアリング（営農型太陽光発電）を知った。
しあわせの村内でソーラーシェアリングの設置の可能
性を検討する。



しあわせの村の食材アンケート調査と結果

調査個所
・レストラン 5カ所（9カ所中）
・医療福祉施設 7か所（11か所中）
・食品販売事業所 2か所（2か所中）

レストラン☞有機栽培の野菜は、割高とな

り継続的に安定した量が入手できない。常時
安定的に必要な量と価格で入手できるという観
点から、野菜、米は兵庫県産がベースとなって
おり、市場のニーズに合った結果となっていた。
すなわち地産地消のレベルは、私たちの予想よ
りも低いものでした。

公益財団法人「こうべ市民福祉振興協会」調査結果

医療福祉☞病院を除く福祉施設の給
食業務は外部委託しており食材の地産
地消のレベル評価できなかった。

食品販売事業者（しあわせマルシェ)

☞有機JASマークの野菜は扱っていないものの、
生産者氏名がわかり、有機栽培に近い（化学肥
料の使用控え目、低農薬）野菜を常時、産地直
送販売しているとのことであった。村内産では、
福祉振興施設農園で収穫した野菜・果物・加工
食品販売もしていたが、賞味期限も厳しく継続
的に安定的でない。
野菜と米は神戸市産がベースとなっており地産
地消が高いレベルで実践されていた。

今後の課題

◎地産地消の拡大をするには、

・品質と価格だけでなく一定量の確保が必要。

・顧客のニーズに合った使用頻度の高い野菜に絞った
栽培の強化が必要

・生産者の若者の知恵と持続する神戸市の力が必要



産地別 フードマイレージ t・km CO2排出量（比）

神戸市産 1（トラック） 0.18g（ 1倍）

 
淡路島産 70（トラック） 12.6g （ 70倍）

北海道産 200（トラック） 60.0g （333倍）
＋ 1000（船舶）

中国山東省産 620（トラック）  141.6g （780倍）
＋ 1500（船舶）

玉ねぎ１トンの産地別フード・マイレージと
CO2排出量比較

フード・マイレージ

日本の食料は、
大半を輸入に頼っています。

輸送にかかるエネルギーによって排出される
CO2の量を、次式の指標で計算できます。

フード・マイレージ＝
（食料輸入量）×（平均輸送距離）
5800万トン 14,570㎞

その排出量は1690万トンとなります。
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シルバーカレッジ太陽光発電パネル設置検討例
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ソーラーシェアリング装置
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農業用ソーラーシェアリング

①農業（玉ねぎの栽培、とブルーベリー
＆、マスカット―――遮光率３３％）



公園・駐車場等のソーラーシェアリング.

②公園（広場、駐車場等--遮光率５０％）



自然環境を悪化させないメガ・ソーラー

③酪農（牛、馬）の十勝平野牧草地
---遮光率６７％）



まとめ

食についてのまとめ
私達は、フード・マイレージを計算

して地産地消が、CO2削減に大きく寄
与することを知った。
幸いにも小学校の給食は地元の旬菜

を使用している。これを中学校の給食
拡大にも、また我々一般市民の家庭に
おいても、まして、再エネパークを目
指すこのしあわせの村の食においてこ
の成果をみたいものである。

エネルギーについてのまとめ
再生可能エネルギーのトップランナー

である太陽光発電システムを調査研究し、
KSCの年間使用量の50％を、このシステ
ムで、自給可能であることが分かった。
温泉健康センターのコージェネレー

ションシステムのガスエンジンを燃料電
池に更新することで、CO2排出ゼロを達
成できる。

食とエネルギーについてのまとめ
営農型太陽光発電（ソーラーシェアリン

グ）の導入による、農業の未来への展望が
開けると思う。
しあわせの村には、公園タイプ、メガ

ソーラタイプの適用に適した場所が多くあ
ると思う。



グループの目標

食の地産地消 エネルギーの
地産地消

人の生業

しあわせの村

しあわせの村を地産地消の食とエネルギーの
モデルエリアにする。



①まとめ
多様性のある社会を目指しな
がら食の地産地消を拡大する。

②今後の課題
しあわせの村を脱炭素社会づ
くりのモデルエリアにするた
めに出来る事を推進する。

しあわせの村を、脱炭素社会づくり
の

モデルエリヤに！













③地産地消エネ・プロップの今後

１しあわせの村の農場で有機栽培野菜作りを学ぶ。

２学園都市賃貸農園で有機野菜作りを拡げる。
３神戸市（兵庫県）で有機野菜作りを拡げる。、
４妊産婦の家庭に有機野菜を提供する仕組み。

〇有機農業の生産性
〇有機農業製品の流通
〇仲間づくり（中核の企業体と仲間）

Farm to Fork
さらに学んで、次世代のために！





⚫ 日本の野菜残留農薬基準値改訂
（残留農薬基準を改訂）

食品の残留農薬はガンを始
めとして、アレルギー、う
つ病、アルツハイマー、発
達障害等

数多くの危険が指摘されて
いる。

次世代に対する発達障害増
加を防ぐ必要がある。

人口減少に歯止めをかける
施策

対策として

野菜の残留農薬基準を
先進国（EU）並みの基
準にする。

次世代の子供（胎児か
ら成長過程の学童）に
危険な基準の野菜を摂
らせない仕組みを提言
する。

児童手当の設定拡大と
充実。

（行政と企業の協力）



日本の野菜の残留農薬基準値
（緩すぎる農薬基準改訂）

浸透性農薬は水をつたって植物の内部へ浸透する
ネオニコチノイド系等の浸透性農薬





次世代に対して
発達障害の人口比率拡大を防止する仕組み

と温暖化防止教育
母子手帳の提示で減農薬野菜【県指

定表示】野菜を一般国内野菜価格の
８％低い価格で、母子手帳保有者本

人が購入出来る様にする。

神戸市（兵庫県）の担当部門への販売
店からの申請に基づき、差額を行政が補
填する。(提言) 関連する提案下記。

〇神戸市小学校給食に減農薬野菜使用す
る。’現在地元の旬の野菜を使用している。

〇児童手当充実と胎児手当の創設を図る。

〇輸入野菜に炭素税適用する。

ご清聴ありがとうございました。

 温暖化防止の教育実施

地産地消の食糧の教育

ゆとり教育、ゆとり仕事の是正

（多様な教育、仕事ーー継続）

◆ 県内の農業・漁業ワークシェ
ア（高齢者と若年者の体験）

◆ 太陽光発電の酪農・養殖へ

◆ 不利用の魚菜の利用拡大

◆ 国境炭素税の日本への適用



日本の炭素税の各国との比較
（炭素税率をEUと比較できる水準に）



2023年度
今後の課題

表：カーボンプライシングの特徴

内容 炭素税 排出量取引制度

価格付け 政府により価格（CO2排出トン当たりの税
額）が設定される。

各主体に分配された排出枠が市場で売買される結果、
価格が決まる。

排出量 税額水準を踏まえて各排出主体が行動した
結果、排出量が決まる。

政府により全体排出量の上限が設定さ れ、各排出主
体は、市場価格を見ながら自らの排出量と排出枠売
買量を決定する。

特徴 価格は固定されるが、排出削減量には不確
実性あり。

排出総量は固定されるが、排出枠価格は変動あり。

世界の導入国・地
域数（21年4月時
点）

35 29

主な導入国・地域
（かっこ内はCO2

排出1トン当たり
の炭素価格、ド
ル）

スウェーデン（137）、スイス（101）、
フランス（52）、英国（25）、日本（3）

EU(50)、スイス（46）、カリフォルニア州（18）、
韓国（16）、東京都（5）、中国(n.a.)



めることが期待できます。

（３）財源効果

炭素税の税収を公共政策に活用することに
より、気候変動防止への更なる効果が期待
できます。自然エネルギー対策、CO2排出
量の少ない公共交通、省エネ型住宅等への
補助などに税収を有効活用することにより、
更に対策の促進を図ることができます。

Q 4. 炭素税によって、誰が得をするの？

A 炭素税の課税額は、CO2排出量の削減に
努排力する個人、企業ほど少なくなり、
CO2出量が多い個人、企業ほど多くなりま
す。
この炭素税の税収を社会保険料等の減税に
活用した場合、CO2排出量に関わらず、一
律に減額することができます。このような
税収中立型税制改革の結果、「CO2排出量
が多い個人・企業は総合的に増税となる一
方、CO2の排出量削減に努力する個人・企
業はトータルの税金が減る」という構造が
実現し、「CO2排出量削減に努力する人が
得をする」ことになるのです。
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